
資　料　３

※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３１．２％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
大雨でも自宅の浸水の心配がないと思う
市民の割合

※満足度
　調査

２９．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 床上浸水被害の発生件数
０件

（平成27年）
４件

（平成28年）
０件

（平成29年）
０件

（平成31年） ○ 3

後期計画
追加予定

「水害対応ガイドブック」を知っている
市民の割合（％）

※満足度
　調査

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２６．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
日頃から災害への備えをしている市民の
割合

※満足度
　調査

４１．２％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 市内の住宅耐震化率
６７％

（平成25年度末）
７１％

（平成28年度末）
７２％

（平成29年度末）
９５％

（平成32年度末） ▲ 3

4 地域防災リーダー数
８１人

（平成27年度末）
１２４人

（平成28年度末）
１７９人

（平成29年度末）
２５０人

（平成31年度末） ○ 4

5 自主防災活動への参加者数
３，７００人
（平成27年度）

４，０６７人
（平成28年度）

３，９４５人
（平成29年度）

４，１００人
（平成31年度） ○ 5

後期計画
追加予定

「地震防災ハザードマップ」を知ってい
る市民の割合（％）

※満足度
　調査

6

7

8

9

防災施設の管理・運営

災害時支援の実施

避難行動要支援者名簿の管理等

空家等対策の推進

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

安全で安心に暮ら
せるまちをつくる

102
防災・減災対策の
推進
（防災行政課）

1
安全で安心に暮ら
せるまちをつくる

101
治水対策の推進
（土木課）

1

雨水貯留施設の整備・管理

排水ポンプ場・雨水幹線等の整備・
管理

清 須 市 第 ２ 次 総 合 計 画 前 期 基 本 計 画 の 取 組 状 況 に つ い て

総合的な治水対策
が着実に進展し、
浸水被害の軽減が
図られています。

「減災」の理念が
行政・市民へ徹底
され、災害への備
えが充実していま
す。

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

【施策の評価と今後の方向性】
豊田川ポンプ場（平成27～34年度）及び堀江ポンプ場（平成27～35年度）の耐震・長寿命化整備など、大規模な施設整備事業については事業費を平準化して着
実に事業を実施している。今後、他の排水ポンプ場の老朽化が進む中で、事業費を平準化しながらも緊急度などを勘案して、確実に排水能力の確保に努めてい
く。
また、「水害対応ガイドブック」を活用し、様々な機会を通じて水害対応情報の発信に努めている。今後、水防法の改正に伴う浸水想定区域の見直しへの対応
に合わせて、より市民に分かりやすいガイドブックの内容を検討する。

【施策の評価と今後の方向性】
これまでに策定した「地域防災計画」や「業務継続計画（ＢＣＰ）」に基づいて、今後は個別の災害対応業務の手順の見える化（マニュアル作成）を進めると
ともに、実働訓練を実施し、マニュアルのブラッシュアップを図る。
地域防災リーダーの養成や自主防災組織の活動に対する支援を引き続き実施し、自主防災活動を活性化することにより、市民の自助・共助の意識の高揚を図
る。
耐震改修については、費用負担が大きいなど、市民が実施するための課題があることから、市民が相談できる場を設けるとともに、除却工事に対する補助制度
を創設するなど、耐震化率向上のための取組を多角的に進める。

施策の展開

項目

水害に強い安全な河川づくり

民間雨水貯留浸透施設の設置支援

市民に分かりやすい水害対応情報の
発信

防災体制の強化

市民に分かりやすい防災情報の発信

地域防災リーダー養成講座の開催

市民が行う防災活動への支援

民間住宅耐震化の啓発・支援

水防施設の管理・運営
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３０．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
日頃から住宅侵入盗への備えをしている
市民の割合

※満足度
　調査

６３．７％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 侵入盗（住宅対象）の認知件数
９３件

（平成27年）
８９件

（平成28年）
５２件

（平成29年）
基準値から減少
（平成31年） ○ 3

4 交通死亡事故発生件数
２件

（平成27年）
４件

（平成28年）
１件

（平成29年）
０件

（平成31年） ○ 4

5

6

7

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３７．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 火災発生件数
１６件

（平成27年）
２１件

（平成28年）
１１件

（平成29年）
０件

（平成31年） ○ 2

3 救急車が到着するまでの平均所要時間
８．２７分
（平成27年）

７．６０分
（平成28年）

７．５３分
（平成29年）

基準値から短縮
（平成31年） ○ 3

4 消防団員数
２８３人

（平成27年度末）
２８５人

（平成28年度末）
２８７人

（平成29年度末）
２９３人

（平成31年度末） ○ 4

5

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３１．５％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
ゆったりとした気分で過ごせる時間があ
る３歳児の保護者等の割合

６９．５％
（平成27年度）

７４．７％
（平成28年度）

７４．７％
（平成29年度）

基準値から上昇
（平成31年度） ○ 2

3 母子保健推進員数
４４人

（平成28年4月1日）
４９人

（平成29年4月1日）
５２人

（平成30年4月1日）
６０人

（平成32年4月1日） ○ 3

後期計画
追加予定

「子育て世代包括支援センター」を知っ
ている市民の割合（％）

※満足度
　調査

4

後期計画
追加予定

今後もこの地域で子育てしていきたいと
思う３歳児の保護者等の割合（％）

5

6

7

8

母子保健の充実
（健康推進課）

201

一般不妊治療への支援

交通災害共済制度の周知

乳幼児訪問指導等の実施

母子の健康教育・健康相談の充実

【施策の評価と今後の方向性】
少子化や核家族化の進行など社会環境が変化する中にあっても、妊産婦が孤立せず、妊娠・出産期を安心して迎えることができる環境をつくるため、平成30年
度から「子育て世代包括支援センター」の運営を開始するとともに、産前・産後サポート事業、産後ケア事業などを開始した。今後も妊娠前や妊娠期といった
早期から子育て期にわたって、切れ目なく包括的な支援を行うことにより、産後うつや虐待の予防に努めていく。
地域での相談支援体制の充実に向けて、母子保健の身近な相談役となる母子保健推進員の養成とその資質の向上はかかせないことから、引き続き定期的に養成
講座・フォローアップ講座を開催する。

乳幼児健診等の実施

母子保健推進員との連携

街路灯（防犯灯）の整備・管理

見守りカメラの設置支援

防犯活動等を行う団体への支援

交通安全活動の実施

放置自転車等防止対策の実施

交通安全活動を行う団体への支援

常備消防力・救急機能の確保

広域的な連携が強
化されるととも
に、非常備消防力
が安定的に確保さ
れ、市民が安心で
きる消防・救急医
療体制が整ってい
ます。

各種母子保健事業
が充実し、安心し
て妊娠・出産・育
児ができる体制が
整っています。

103
防犯・交通安全対
策の推進
（防災行政課）

1
安全で安心に暮ら
せるまちをつくる

1
安全で安心に暮ら
せるまちをつくる

2
子育てのしやすい
まちをつくる

104
消防・救急医療体
制の充実
（防災行政課）

【施策の評価と今後の方向性】
侵入盗（住宅対象）の発生率は近年県内でも高い水準にあるが、見守りカメラの設置に対する補助などの取組により、侵入盗（住宅対象）の認知件数は減少傾
向にある。今後は見守りカメラの設置に対する補助とともに、市民の防犯意識を高めるための啓発活動など、ハード面・ソフト面をバランスよく実施していく
とともに、西枇杷島警察署や防犯協会などの関係団体との協力体制の強化に努めていく。
名鉄新清洲駅・ＪＲ枇杷島駅では、安全性・防犯性などの観点から、有料自転車等駐車場の整備や自転車等放置禁止区域の指定を行うなどの対策を実施した。
今後はその他の公共自転車等駐車場についても、利用者が安心して利用できる環境づくりを進める。

【施策の評価と今後の方向性】
清須市・北名古屋市・豊山町で組織する西春日井広域事務組合が行っている消防・救急業務について、平成28年度から救急車両を増車するとともに、犬山市・
江南市・小牧市・岩倉市・清須市・北名古屋市・豊山町・大口町・扶桑町の６市３町が連携して尾張中北消防指令センターを設置し、消防通信指令業務の共同
運用を開始したことにより、救急車が到着するまでの平均所要時間は短縮されており、今後も効果的・効率的な運営に努めていく。
消防団員数については、全国的に団員数の減少が問題となっている中で、おおむね定数に近い団員数を確保することができている。引き続き県による啓発活動
なども利用しながら、市・消防団・地域で連携をとりながら、団員加入のための啓発活動等を実施していく。

非常備消防力の確保

防火の啓発

救急医療体制の確保

応急手当技能の普及

妊婦等健診の実施

パパママ教室の開催

ホームヘルパーの派遣

関係機関との連携
により総合的な防
犯・交通安全対策
が展開され、犯罪
や交通事故が減少
しています。
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３２．７％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 公立保育園の利用者満足度
９０．８％

（平成28年度）
同左

９３．１％
（平成29年度）

基準値から上昇
（平成31年度） ○ 2

3 公立幼稚園の利用者満足度
８５．０％

（平成28年度）
同左

８８．４％
（平成29年度）

基準値から上昇
（平成31年度） ○ 3

4 保育園の入園待機児童数
０人

（平成28年4月1日）
０人

（平成29年4月1日）
０人

（平成30年4月1日）
０人

（平成32年4月1日） ○ 4

後期計画
追加予定

子育て情報発信プロジェクト「キヨス
マ」を知っている市民の割合（％）

※満足度
　調査

5

6

7

8

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２７．５％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
学校生活を楽しいと感じる児童・生徒の
割合

８２．１％
（平成28年度）

同左
７４．８％

（平成29年度）
基準値から上昇
（平成31年度） ▲ 2

3
学校施設長寿命化計画に基づき改修を実
施した小・中学校数

０校
（平成27年度末）

０校
（平成28年度末）

２校
（平成29年度末）

７校
（平成31年度末） ○ 3

4

5

6

7

8

9

10

11

【施策の評価と今後の方向性】
児童・生徒へのアンケートの結果において、「学校生活を楽しいと感じる児童・生徒の割合」が減少している現状を踏まえて、親切・丁寧な指導や分かりやす
い授業の実施、おいしい給食の提供など、アンケート結果の分析に基づいて改善に努める。
学習指導要領の改訂について、小学校では平成32年度から、中学校では平成33年度から全面実施されることに伴って、外国語教育の充実など、改訂に対応した
きめ細やかな教育を推進する。
老朽化が進む学校施設について、児童・生徒の安全かつ快適な学習環境を確保するため、平成33年度までの間にかけて、市内全小・中学校の長寿命化整備を計
画的に実施する。加えて、平成31年度に市内全小・中学校の普通教室等に空調設備を設置することにより、学習環境の改善を図る。

2
子育てのしやすい
まちをつくる

203
学校教育の充実
（学校教育課）

子育て情報の発信

就学困難な児童・生徒への支援

学校給食の充実

義務教育施設の整備・管理

特別支援体制の充実

いじめ問題への対策の実施

医療費助成の実施

保育・幼児教育の充実

多様化する保育ニーズへの対応

子育て支援サービスの充実

【施策の評価と今後の方向性】
保育園の入園状況については、３歳未満児の入園希望が増加傾向にある中で、保育士の増員や施設の拡充などにより入園待機児童数ゼロを維持している。さら
に、現在進めている民間認定こども園の平成32年度開設に向けた取組など、民間の知恵・資金等を有効に活用し、ニーズに応じた保育量を着実に確保する。
放課後児童クラブと放課後子ども教室の登録児童数はともに増加傾向にある。平成31年度からは全ての小学校で放課後子ども教室を実施するなど、引き続き児
童の放課後等における場の拡充を進める。
子育て情報を発信する「キヨスマ」については、利用者の意向を把握しながら、さらなる活用方法を検討する。

放課後等における活動の場の充実

市民ニーズに応じ
た子育て支援が充
実し、安心して子
育てと仕事・社会
活動が両立できる
まちになっていま
す。

子育てのしやすい
まちをつくる

202
子育て支援の充実
（子育て支援課）

学校教育が充実す
るとともに、学校
施設の安全性が確
保され、児童・生
徒の生涯にわたっ
ての成長の基盤を
形づくり、自ら進
んで学習に取り組
む意欲を高める教
育環境が構築され
ています。

2

児童手当の支給

私立幼稚園通園への支援

きめ細やかな学習指導

学校・家庭・地域の連携強化

外国語教育の充実

相談支援体制の充実

各種学校就学への支援

入学祝品・卒業記念品の支給
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１４．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
自立支援教育訓練・職業訓練給付金の活
用件数

３件
（平成27年度）

２件
（平成28年度）

３件
（平成29年度）

５件
（平成31年度） ○ 2

3
ひとり親家庭からの就労相談による就労
者数

１０人
（平成27年度）

１０人
（平成28年度）

１９人
（平成29年度）

２０人
（平成31年度） ○ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１６．３％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
青少年が健全に成長していると思う保護
者等の割合

※満足度
　調査

６２．３％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

後期計画
追加予定 成人式の出席率（％） 3

4

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３６．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
健康的な生活習慣を心がけている市民の
割合

※満足度
　調査

７０．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3
睡眠による休養を十分とれていると思う
市民の割合

※満足度
　調査

５５．３％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 3

4 市民の喫煙率
※満足度
　調査

１５．２％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から減少
（平成30年度） － 4

後期計画
追加予定 食生活改善推進員数（人） 5

後期計画
追加予定

ゲートキーパー養成講座の延べ受講者数
（人）

6

各種手当の支給

生活に不安を抱え
るひとり親家庭へ
の自立支援の体制
が充実し、ひとり
親家庭が安心して
暮らすことができ
るまちになってい
ます。

青少年健全育成の
重要性について市
民一人ひとりの認
識が深まり、学
校・地域・家庭の
つながりを通じ
て、青少年の健全
な育成が推進され
ています。

市民一人ひとりの
生活習慣の改善と
健康づくりが進
み、こころもから
だも元気なまちに
なっています。

204
ひとり親家庭への
支援の充実
（子育て支援課）

2
子育てのしやすい
まちをつくる

2
子育てのしやすい
まちをつくる

301
健康づくりの推進
（健康推進課）

3
誰もが健やかにい
きいきと暮らせる
まちをつくる

【施策の評価と今後の方向性】
インターネットやスマートフォンなどが普及し、就労情報が簡単に入手できるようになったことにより、窓口へのひとり親家庭からの就労相談件数は減少傾向
にある。しかしながら、対面によるきめ細やかな相談支援によって就労につながるケースもあることから、「子育て世代包括支援センター」や「キヨスマ」な
どを通じて、相談窓口の認知度向上に努める。
悩みや不安を抱えるひとり親家庭の孤立化を防ぐため、相談支援体制の充実を図るとともに、ボランティア団体等と連携しながら、身近な地域で相談ができる
環境づくりを進める。

家庭生活支援員の派遣

自立に向けた技能・資格取得への支
援

相談支援体制の充実

施設における保護等の実施

医療費助成の実施

青少年健全育成・家庭教育の啓発

【施策の評価と今後の方向性】
家庭教育講演会や親子ふれあい広場の開催など、引き続き子育て交流の場や親の学びの機会を提供することにより、市民の家庭教育に対する意識を高めるとと
もに、学校・地域・家庭のつながりを通じて、地域ぐるみで青少年の健全育成を推進する環境づくりに努める。
新成人による実行委員会が企画運営を行っている成人式については、引き続き若者が自分たちの手でつくる成人式を支援し、地域への愛着や仲間とのつながり
を深める取組を推進する。

地域人材を活用した家庭教育支援

青少年健全育成活動を行う団体への
支援

【施策の評価と今後の方向性】
健康的な生活習慣の確立・疾病の発症予防と重症化予防・地域で支え合う健康づくりを柱とする「健康日本21清須計画」に基づいて、これまでに個別がん検診
の拡充や受診勧奨、健康教育・健康相談の充実などを進めてきたが、平成30年度に実施する計画の中間評価の結果を踏まえて、今後の取組の改善に努める。
近年自殺者数が高い水準で推移する中で、国から地域の実状に応じた自殺対策のための計画策定を求められている点を踏まえて、平成30年度に自殺対策計画を
策定し、今後は計画に基づく取組を推進する。
市民の健康づくりに対する意識の向上に向けて、身近な地域で食を通した健康づくり活動を行う食生活改善推進員の養成とその資質の向上はかかせないことか
ら、引き続き定期的に養成講座などを開催する。

各種健（検）診の推進

健康教育・健康相談の充実

心の健康相談体制の充実

食生活改善推進員との連携

成人式の開催青少年健全育成の
推進
（生涯学習課）

205

感染症対策の実施

保健センターの管理・運営
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２６．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
民生委員・児童委員の地域での活動を
知っている市民の割合

※満足度
　調査

４１．７％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3
人権擁護委員の地域での活動を知ってい
る市民の割合

※満足度
　調査

１５．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 3

4

5

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２８．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
自分が元気であると思う65歳以上の市民
の割合

※満足度
　調査

７３．５％
（平成28年度）

同左
７５．６％※個別調査

（平成29年度）

基準値から上昇
（平成30年度） ○ 2

3
介護保険の第１号被保険者に係る要支
援・要介護認定率

１５．５％
（平成27年度末）

１５．９％
（平成28年度末）

１５．８％
（平成29年度末）

１７．５％未満
（平成31年度末） ○ 3

4

5

6

7

8

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１８．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 基幹相談支援センターへの新規相談件数
９３件

（平成27年度）
８２件

（平成28年度）
８６件

（平成29年度）
基準値を維持
（平成31年度） ○ 2

3 手話奉仕員養成講座の延べ受講者数
６３人

（平成27年度末）
７７人

（平成28年度末）
９８人

（平成29年度末）
１００人

（平成31年度末） ○ 3

4

5

6

7

社会福祉施設の管理・運営

303
高齢者福祉の充実
（高齢福祉課）

市民一人ひとりが
支え合い、福祉の
担い手になるよう
な地域づくりによ
り、高齢者が生涯
現役として働き、
暮らしていける元
気なまちになって
います。

障害者（児）福祉
が充実し、障害者
や障害のある児童
が住み慣れた地域
で自立して、積極
的に社会参加して
います。

民生委員・児童委
員や人権擁護委
員、社会福祉協議
会の活動が充実
し、地域における
つながりの中で、
誰もが安心できる
まちになっていま
す。

302
地域福祉の充実
（社会福祉課）

3
誰もが健やかにい
きいきと暮らせる
まちをつくる

3
誰もが健やかにい
きいきと暮らせる
まちをつくる

3
誰もが健やかにい
きいきと暮らせる
まちをつくる

304
障害者（児）福祉
の充実
（社会福祉課）

【施策の評価と今後の方向性】
市町村が中心となって、地域の実情に応じて住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者
等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指す「介護予防・日常生活支援総合事業」が平成29年度から開始したことなどに伴って、要支援・
要介護認定率は目標値を下回る水準で推移している。引き続き身近な場で介護予防に取り組める環境づくりや、認知症になっても安心して暮らせるやさしい地
域づくりなど、総合事業を推進することにより目標値の達成に努める。
平成37年には団塊の世代が75歳以上になるなど、今後も老年人口の増加が見込まれる中にあって、特別養護老人ホーム等については、施設整備などにより利用
ニーズへの対応を行う。

在宅生活への各種支援

介護予防・認知症施策の推進

地域包括ケアシステム構築の推進

医療費助成の実施

高齢者を対象とした各種教室・講座
の開催

【施策の評価と今後の方向性】
民生委員・児童委員や人権擁護委員が行っている活動について、引き続き広報紙などを通じて積極的に市民周知を図り、地域の中にその活動内容を浸透させる
ことにより、民生委員・児童委員や人権擁護委員を中心とした地域福祉活動の充実を図る。
民生委員・児童委員や人権擁護委員については高齢化が進行しており、新しい担い手の確保が課題である。地域の中にその活動内容を浸透させることを通じ
て、新しい担い手を確保するとともに、活動に対する市の支援のあり方を検討する。

民生委員・児童委員との連携

人権擁護委員との連携

社会福祉協議会への支援

ボランティア活動への支援

各種助成の実施

施設における保護等の実施

介護保険事業の安定的な運営

生きがいづくり・社会参加の推進

【施策の評価と今後の方向性】
基幹相談支援センターについては、障害者の総合相談窓口として徐々に認知されてきており、新規相談件数は基準値の水準を維持している。今後もサービス利
用に関する相談だけではなく、日常生活全般に関する相談までを幅広く行い、適切な支援につなげていく。
手話奉仕員養成講座については、希望者が受講しやすい環境をつくるため、平成28年度から北名古屋市・豊山町と連携して、入門・基礎・レベルアップの各課
程をローテーションで実施している。受講者数は着実に増加しているが、引き続き受講者数の確保に向けて内容の改善に努める。
障害者（児）のサービス利用は増加傾向にあり、特に障害児サービスの利用が増加している。平成30年度から始まった「障害者基本計画・障害福祉計画・障害
児福祉計画」に基づいて、地域の居住の場としてのグループホームの充実など、利用ニーズへの対応を行う。

総合的な障害者支援

障害のある児童への支援

相談支援体制の充実

各種手当の支給

医療費助成の実施

障害者支援施設の運営等への支援
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２２．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
国民健康保険税（現年度課税分）の徴収
率

９２．９８％
（平成27年度）

９２．８９％
（平成28年度）

９３．０１％
（平成29年度）

基準値から上昇
（平成31年度） ○ 2

3 特定健康診査の実施率
４８．９％

（平成26年度）
４４．１％

（平成27年度）
４５．９％

（平成28年度）
６０．０％以上
（平成31年度） ▲ 3

4 特定保健指導の実施率
２１．１％

（平成26年度）
３０．６％

（平成27年度）
２０．０％

（平成28年度）
６０．０％以上
（平成31年度） ▲ 4

5 後期高齢者健康診査の実施率
３１．５％

（平成27年度）
３２．６％

（平成28年度）
３４．０％

（平成29年度）
３５．０％以上
（平成31年度） ○ 5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１３．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
生活保護受給者のうち、就労支援による
就労者数

１２人
（平成27年度）

１４人
（平成28年度）

１７人
（平成29年度）

２０人
（平成31年度） ○ 2

3
自立相談支援事業により、生活保護に至
らなかった自立者数

１０人
（平成27年度）

８人
（平成28年度）

９人
（平成29年度）

２０人
（平成31年度） ▲

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３１．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 新清洲駅北土地区画整理事業の推進
事業計画決定
（平成26年度）

事業の進捗
（平成28年度）

事業の進捗
（平成29年度）

事業の進捗
（平成31年度） ○ 2

3 清洲駅前土地区画整理事業の推進
事業認可

（平成27年度）
事業の進捗

（平成28年度）
事業の進捗

（平成29年度）
事業の進捗

（平成31年度） ○ 3

4

5

6

安定的な財政運営
や医療費増加の抑
制などにより、持
続可能な制度運営
が行われていま
す。

生活保護制度と生
活困窮者自立支援
制度が適正に実施
され、生活困窮者
のセーフティネッ
トが確立していま
す。

駅周辺を中心とす
る市街地整備が着
実に進展し、土地
の有効利用が進
み、安心で快適な
生活基盤がつくら
れています。

生活保護・生活困
窮者自立支援制度
の適正実施
（社会福祉課）

306

3
誰もが健やかにい
きいきと暮らせる
まちをつくる

305
医療保険・年金制
度の適正運営
（保険年金課）

3
誰もが健やかにい
きいきと暮らせる
まちをつくる

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

市街地整備の推進
（新清洲駅周辺ま
ちづくり課）

401

地域に応じた市街地整備の検討

国民健康保険事業の安定的な運営

国民健康保険税の適正確保

【施策の評価と今後の方向性】
国民健康保険制度については、制度の安定化を図るため、国の財政支援が拡充されるとともに、平成30年度からは県が財政運営の責任主体となっている。これ
に伴い、標準的な税率・収納率に基づいた事業納付金を県に納付することとなるため、運営状況を定期的に検証し、安定的な財政運営に努める。
口座振替の推奨などに重点的に取り組んだことにより、国民健康保険税の徴収率は基準値から上昇している。あわせて、税率についても平成30年度に改定を
行っており、今後も運営状況の検証に基づきながら、定期的に税率の改定を行っていく。
特定健康診査・特定保健指導については、40歳・50歳代の受診率が低く、目標達成が難しい状況となっている。これまでの取組状況の結果を踏まえて、若い世
代への受診勧奨や、市内商工業者等と連携した取組を強化するなど、新たな取組を検討しながら実施率の向上を図る。

国民健康保険加入者への保健事業の
推進

後期高齢者医療事業の安定的な運営

後期高齢者医療保険加入者への健康
診査の推進

国民年金制度の周知等

生活保護制度の適正な実施

生活困窮者自立支援制度の適正な実
施

【施策の評価と今後の方向性】
全国的な生活保護受給者数の動向は、平成27年をピークに減少に転じているものの、高齢者世帯の増加により依然として高い水準となっている。本市における
生活保護受給者数も、平成29年をピークとして横ばい傾向が続いており、全国的な傾向と同様、高齢者世帯の増加が続いている。こうした状況の中で、就労支
援については自立助長ケースを選定し、集中的な就労支援を行うことにより、就労者数の増加につなげることができており、引き続き取組を推進する。
生活保護に至る前の自立支援策の強化などを目的に行っている生活困窮者自立相談支援事業については、景気の回復等の影響により、相談件数がおおむね横ば
いで推移していることもあり、目標達成は難しい状況となっているが、今後も就労支援員等による支援を着実に行っていく。あわせて、「貧困の連鎖」を断ち
切るための取組として、生活困窮世帯等の子どもに対する学習支援や進学支援を行う。

【施策の評価と今後の方向性】
新清洲駅北土地区画整理事業については、平成28年度に仮換地指定を終え、平成30年度から整備工事に着手するなど着実に事業を実施している。平成30年度以
降の移転補償対象残存件数は28件（全48件）となり、平成36年度までに全ての移転補償を完了できるよう地権者との交渉を行う。
清洲駅前土地区画整理事業については、平成29年度に仮換地指定を終え、平成30年度から整備工事に着手するなど着実に事業を実施している。引き続き事業主
体である組合を支援し、事業の進捗を図る。
鉄道高架化整備については、平成29年度に仮線用地の都市計画道路及び緑地の都市計画を決定し、平成30年度に事業認可を受けた。今後は用地買収などを実施
し、事業の進捗を図る。

名鉄新清洲駅周辺整備の推進

ＪＲ清洲駅周辺整備の推進

鉄道高架化整備の推進

春日地区の市街地整備の推進

地籍調査の実施
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３０．５％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
市内の道路網が充実していると思う市民
の割合

※満足度
　調査

４０．２％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3
道路・橋梁の損傷や劣化に起因する事故
発生件数

３件
（平成27年度）

５件
（平成28年度）

３件
（平成29年度）

０件
（平成31年度） ○ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３２．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 下水道普及率
２０．３％

（平成27年度末）
２３．８％

（平成28年度末）
２６．５％

（平成29年度末）
３６．２％

（平成31年度末） ○ 2

3 水道管（清須市給水区域）の耐震化率
８．８％

（平成27年度末）
９．０％

（平成28年度末）
９．３％

（平成29年度末）
１０．１％

（平成31年度末） ○ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３２．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
市内に良好な水辺空間が保たれていると
思う市民の割合

※満足度
　調査

３６．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 都市公園の面積
２５５，６１４㎡
（平成27年度末）

２５９，７１４㎡
（平成28年度末）

２５９，７１４㎡
（平成29年度末）

２６０，０００㎡
（平成31年度末） ○ 3

4

5

6

7

8

橋梁の予防的・計画的な修繕

下水道事業への地方公営企業法適用

河川環境美化活動への支援

かわまちづくり事業の推進

都市緑化への支援

広域幹線道路・地域内連絡幹線道路
の整備

【施策の評価と今後の方向性】
橋梁や道路舗装、横断歩道橋等について、点検を実施し、修繕計画を策定した上で計画的な修繕を進めるサイクルが構築されており、今後もこのサイクルによ
り利用者の安全確保に努めるとともに、整備コストの削減・平準化を図る。なお、点検に基づく修繕だけでは対応しきれない市道の損傷箇所も多数あることか
ら、点検時に作成した市道の劣化状況図などを活用しながら、安全上対応が必要な箇所の修繕を優先的に実施する。
歩道の整備を含めた道路改良については、学校の通学路など、特に対応が必要な箇所を検討し、優先順位付けを行った上で、順次整備を実施する。
平成32年度に開通予定の都市計画道路清須新川線（桃栄跨線橋）など、引き続き県と連携した整備を進め、市内道路網の充実を図る。

水道管の耐震化が着実
に進展するとともに、
水道事業が適正に運営
され、水道水が安定的
に供給されています。

下水道の計画的な整備
が着実に進展し、生活
環境の向上と公共用水
域の水質保全が図られ
ています。

市民協働による河
川環境美化や都市
緑化が進展し、市
民が水と緑を感
じ、ふれあうこと
ができる空間が形
成されています。

国や県と連携した
道路網の整備と、
道路・橋梁の計画
的な修繕が着実に
進展し、道路利用
者の利便の増進と
安全確保が図られ
ています。

402

道路・橋梁の整
備・適正管理の推
進
（土木課）

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

403

上水道の安定供
給・下水道の充実
（上下水道課）

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

水辺空間と緑地の
充実
（都市計画課）

404

下水道（汚水）の整備

各種助成の実施

流域下水道関連施設の管理・運営

道路の適正な管理

道路の計画的な修繕

【施策の評価と今後の方向性】
公共下水道（汚水）の面整備の進捗に伴って、下水道普及率は着実に増加している。工事説明会や供用開始説明会、接続の積極的な勧奨などにより、公共用水
域の水質保全などへの寄与度について丁寧に説明のうえ、接続率が向上するよう引き続き市民へ働きかけを行う。
今後の公共下水道への排水量の推移を見据えて、持続的に下水道事業の健全な経営を行っていくため、平成31年度から公営企業会計に移行するための取組を進
めるとともに、その情報などを活用した経営戦略の策定を進める。
清須市給水区域における配水管の耐震化を進めるため、引き続き春日地区配水管路等耐震化計画に基づき、配水管の耐震化整備を着実に実施する。

生活道路の整備

橋梁の整備

水の安定供給

公園・緑地の整備・管理

【施策の評価と今後の方向性】
平成28年度に春日学校橋西地区及び春日新橋西地区内の３公園の供用を開始した。今後も目標値の達成に向けて、ワークショップ等による市民意見の聴取を実
施しながら、西田中１号公園・２号公園などの整備を進める。
これまでも公園施設長寿命化計画に基づいて、都市公園の遊具の計画的な改築更新を実施してきたが、引き続き同様の考え方により、点検結果等に基づいた計
画的な改築更新を行う。
庄内川・新川・五条川の水辺空間を活用した市民の憩いの場所づくりを進めるため、五条川左岸高水敷の散策路整備を進めている。今後は整備した水辺の散策
路のネットワークを活用して、より魅力的な水辺空間の形成に努める。

遊具施設等の整備

河川沿い歩道の整備・管理

清須アダプト・プログラムの実施

児童の緑化活動への支援

水道管の耐震化整備
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

３３．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
「あしがるバス」を知っている市民の割
合

※満足度
　調査

９７．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3

4

後期計画
追加予定

「あしがるバス」を利用したことがある
市民の割合（％）

※満足度
　調査

5

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

４０．８％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 市民１人１日あたりの生活系ごみ排出量
６４１ｇ

（平成27年度）
６２２ｇ

（平成28年度）
６１１ｇ

（平成29年度）
５８３ｇ

（平成31年度） ○ 2

3
リサイクル率（ごみの資源化量／ごみの
排出量）

１７．１％
（平成27年度）

１６．１％
（平成28年度）

１５．６％
（平成29年度）

２１．０％
（平成31年度） ▲ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２７．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
環境負荷の低減を心がけている市民の割
合

※満足度
　調査

６６．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 市内の公害発生件数
０件

（平成27年度）
１件

（平成28年度）
０件

（平成29年度）
０件

（平成31年度） ○ 3

4

5

6

資源回収施設の管理・運営

環境負荷低減対策の実施

太陽光発電導入への支援

し尿の適正な処理

地域環境の保全

公害調査等の実施

浄化槽清掃への支援

墓地の管理・運営

【施策の評価と今後の方向性】
基準値を超える公害はおおむね発生していない状況である。苦情については毎年度10件から20件程度あるが、現地調査の上、発生原因を特定して対処を行って
いる。
市民の環境負荷低減に対する意識を高めるため、これまで太陽光発電導入への支援を行ってきたが、平成30年度からは太陽光発電システムに加え、エネルギー
管理システム（ＨＥＭＳ）、燃料電池、定置用リチウムイオン蓄電池、電気自動車等充給電施設への補助を開始した。環境負荷低減のための設備導入への支援
については、今後も技術の進歩や社会状況の変化が予想されることから、市民ニーズに対応した補助制度の検討を行う。

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

406
ごみの減量化と資
源化の推進
（生活環境課）

コミュニティバスの運行

レンタサイクルの運営

各種イベント等を通じた利用促進

ルート・ダイヤ等の見直し

【施策の評価と今後の方向性】
「あしがるバス」の利用者数については、市民意識調査や利用者・非利用者を対象としたアンケート調査の結果などを活用して、定期的なルート・ダイヤ改正
を実施するとともに、利用促進イベント・一日無料デー等の利用促進事業を継続的に実施してきたことにより順調に増加しており、１便あたりの利用者数につ
いても目標値を上回る状況となっている。平成30年度には新たに「ブルールート」を新設しており、今後も利用者数の増加が見込まれることから、新たな目標
値を設定した上で、引き続き利用促進を図っていく。
アンケート調査の結果においては、若い年齢層の方の「あしがるバス」の認知度が低くなっていることから、若い年齢層の方をターゲットにした啓発を積極的
に進める。

ごみの適正な処理

ごみ減量化・再資源化の啓発

資源回収活動への支援

ごみ減量化活動への支援
【施策の評価と今後の方向性】
平成29年度からごみ分別アプリ「さんあーる」の提供を開始するなど、ごみの減量化・再資源化の啓発活動を積極的に行ってきたことにより、市民１人１日あ
たりの生活系ごみ排出量は着実に減少している。今後も小学生等を対象とした環境学習出前講座の開催や、市民が行うごみ減量化活動への支援など、市民・事
業者・行政が一体となった取組を推進する。
民間の資源回収ステーションの増加などに伴って、リサイクル率は減少傾向にある。現在は市内４か所で資源ステーションを開設しているが、社会状況の変化
を踏まえて、そのあり方についての検討を行う。

福祉有償運送制度の運用

3
「あしがるバス」の１便あたりの利用者
数

オレンジ：5.2人
グリーン：4.9人
サクラ：5.5人
（平成27年度）

オレンジ：5.8人
グリーン：5.5人
サクラ：7.0人
（平成28年度）

オレンジ：6.4人
グリーン：5.8人
サクラ：6.9人
（平成29年度）

オレンジ：5.6人
グリーン：5.7人
サクラ：6.2人
（平成31年度）

◎

407
環境保全の推進
（生活環境課）

市民・事業者・行
政が一体となった
ごみの減量化と資
源化の取り組みが
より一層浸透し、
循環型社会が構築
されています。

環境の保全や公害
の未然防止が図ら
れ、市民にとって
良好な生活環境が
保たれています。

「あしがるバス」
を中心とした公共
交通網が充実し、
市内移動の利便性
が向上していま
す。

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

405
公共交通の充実
（企画政策課）

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１６．３％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２３．２％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
休日の滞在人口率（休日14時、15歳以上
80歳未満）

８７．２％
（平成27年）

８８．７％
（平成28年度）

８８．５％
（平成29年度）

９２．４％
（平成31年度） ▲ 2

3 清洲城の入場者数
８５，０６９人
（平成27年度）

７８，２７３人
（平成28年度）

７２，３７８人
（平成29年度）

９０，０００人
（平成31年度） ▲ 3

4

5

6

7

8

【施策の評価と今後の方向性】
平成30年７月に斎苑施設の都市計画を決定した。清須市・あま市で組織する五条広域事務組合を中心に、今後は周辺地区住民の生活環境の向上のための事業を
実施しながら、平成32年度の整備完了を目標として斎苑施設の整備を推進する。
現在は造成工事に着手しており、平成31年の中ごろまでに造成工事を実施した後、建築工事を実施する予定。

魅力あるまつりの開催

観光施設への誘客促進

清洲ふるさとのやかたの活用

観光情報発信力の強化

地域間交流・連携の推進

観光活動を行う団体への支援

観光アクセスの充実

観光等を担う地域人材の育成・活用

斎苑施設の整備

周辺対策事業の実施

斎苑施設が整備さ
れ、市民が身近な
場所で葬儀等を営
むことができる環
境が確保されてい
ます。

○

2 都市計画決定手続きの推進
都市計画決定に
向けた調査等
（平成27年度）

都市計画決定
（平成29年度） ○

都市計画決定に
向けた調査等
（平成28年度）

都市計画素案
に関する公聴会

の開催等
（平成29年度）

3 斎苑施設整備の推進 － －
用地買収の
実施等

（平成29年度）

整備の進捗
（平成31年度）

【施策の評価と今後の方向性】
清洲城の入場者数は、無料ゲームアプリの提供やボランティア武将隊のおもてなし事業など、様々な誘客促進事業を実施してきたが、武将観光の斜陽化や近隣
地域における観光施設の多様化などの影響により、平成27年度をピークに減少に転じている。目標達成は難しい状況ではあるが、市内で最も多くの集客数を誇
るキリンビール名古屋工場や県貝殻山貝塚資料館など市以外の主体との連携により、相乗的に誘客を促進する事業を展開する。
休日の滞在人口率については、目標達成のためには年間を通じた恒常的な交流人口の拡大が必要であり、目標の達成は難しい状況である。今後、平成32年度に
予定されている県貝殻山貝塚資料館のリニューアルを見据えて、清洲ふるさとのやかたを含む清洲城周辺施設を中心としたにぎわいを創出するため、様々な角
度からの検討を進める。

地域資源を活用し
た観光の振興が図
られ、地域の活力
が醸成されるとと
もに、市外からの
来訪者が増加して
います。

4
便利で快適に暮ら
せるまちをつくる

5
魅力に満ちた活力
のあるまちをつく
る

408
斎苑施設の整備
（生活環境課）

観光の振興
（産業課）

501
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１７．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 市内の民営事業所数
２，６３６事業所
（平成26年7月1日）

２，４９５事業所
（平成28年6月1日）

統計調査
未実施

基準値を維持
（平成31年度） ▲ 2

3 市内の民営事業所の従業者数
２８，６０９人

（平成26年7月1日）
２８，５３５人

（平成28年6月1日）
統計調査
未実施

基準値から上昇
（平成31年度） ○ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１４．５％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 地産地消を心がけている市民の割合
※満足度
　調査

３６．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 市内の耕作放棄地面積
２０，１６５㎡
（平成27年度末）

２７，３８０㎡
（平成28年度末）

２８，１４５㎡
（平成29年度末）

１８，０００㎡
（平成31年度末） ▲ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１６．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
市の消費生活相談窓口を知っている市民
の割合

※満足度
　調査

３３．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 消費生活相談窓口の年間開設日数
６９日

（平成27年度）
７１日

（平成28年度）
１９５日

（平成29年度）
２００日以上
（平成31年度） ○ 3

後期計画
追加予定

消費生活相談窓口における相談件数
（件）

相談支援体制の充実

【施策の評価と今後の方向性】
平成29年度から消費生活センターを開設し、消費生活相談窓口を強化したことにより、消費生活相談の件数は大きく増加している。今後は消費生活センターの
市民への周知を積極的に行い、その認知度を高めることにより、市民が気軽に相談できる環境づくりを進める。
ネットビジネスや宅配サービスの普及などにより、今後も消費者トラブルの増加が見込まれる中で、被害を未然に防止するため、消費生活出前講座を積極的に
開催し、市民の意識向上を図る。

消費者問題の啓発

金融信用貸付制度の利用促進

【施策の評価と今後の方向性】
農業者の高齢化、担い手の不足などに伴い、市内の耕作放棄地面積は増加を続けている。県農地中間管理機構への農地の貸し出しや、市の農地バンク制度の推
進を図っているが、借り人である担い手農家が少ないことや、新規参入者がいないことにより耕作放棄地面積の減少にはつながっていない状況である。引き続
き農地パトロール等を通じて土地所有者に適正な管理を依頼するとともに、新規就農者に対する支援や農業体験塾の開催などを通じて、新たな担い手の育成に
取り組む。
清須市の伝統野菜や地元野菜への理解を深め、地産地消に対する意識を高めるため、引き続き保育園児や小・中学校の児童・生徒を対象とした農業体験や、食
育まつりなどを実施する。

商工会等への支援

高度先端産業立地の推進

企業の再投資への支援

資金融資制度の利用促進

商工業の魅力発信

創業者への支援体制の構築

生産農家等への支援

耕作放棄地対策の実施

農業体験の機会提供

食育の推進

農地等保全活動への支援

農業用施設の整備

○4
創業支援事業による創業件数（北名古屋
市、豊山町等の窓口を含む。）

計画に基づく
事業開始

（平成28年度）

９件
（平成28年度）

１５件
（平成29年度）

３０件
（平成32年度）

商業・工業の振興
と安定が図られ、
中小事業者をはじ
めとする市内の商
工業者がいきいき
と活動していま
す。 【施策の評価と今後の方向性】

平成26年から平成28年にかけて、市内の民営事業所数は減少しており、卸売業・小売業、製造業、宿泊業・飲食サービス業の事業所の廃業が多くなっている。
また、平成24～26年の期間と比較して、平成26～28年は事業所の新設数も減少している現状を踏まえて、商工会との連携を図りながら、市内における新規創業
件数の増加とその育成に重点的に取り組む。
市内の民営事業所の従業者数については、おおむね横ばいで推移しているが、今後成長が見込まれる高度先端分野における工場等の新増設に対する支援などに
より、市内における雇用の拡大を進める。

市民が利用しやす
い消費生活相談体
制を通じて消費生
活の擁護が図ら
れ、市民が安心し
て豊かな消費生活
を営むことができ
ています。

農地の多面的機能
を生かして、都市
開発と均衡の取れ
た農業の振興が図
られ、農家だけで
なく市民全体がそ
の利益を享受して
います。

503
都市近郊農業の振
興
（産業課）

5
魅力に満ちた活力
のあるまちをつく
る

5
魅力に満ちた活力
のあるまちをつく
る

502
商業・工業の振興
（産業課）

5
魅力に満ちた活力
のあるまちをつく
る

消費生活の擁護
（産業課）

504
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２６．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 生涯学習講座の参加者満足度
９３．０％

（平成27年度）
８８．５％

（平成28年度）
９６．３％

（平成29年度）
９５．０％

（平成31年度） ○ 2

3 図書館の来館者数
１７５，８００人

（平成27年度）
１７７，５４０人

（平成28年度）
１８９，３７９人

（平成29年度）
２００，０００人

（平成31年度） ○ 3

4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２４．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 美術館の来館者数
１６，７８２人
（平成27年度）

１５，３７１人
（平成28年度）

１４，２６４人
（平成29年度）

１８，０００人
（平成31年度） ▲ 2

3

4

5

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２５．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2 歴史資料展示室の来場者数
１４，９９８人
（平成27年度）

１５，９１４人
（平成28年度）

１６，３００人
（平成29年度）

２０，０００人
（平成31年度） ▲ 2

3

4

5

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２５．７％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
週１回以上スポーツ・レクリエーション活動を
行っている市民の割合

※満足度
　調査

２３．７％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 総合型地域スポーツクラブの会員数
３４０人

（平成27年度末）
３８９人

（平成28年度末）
３９２人

（平成29年度末）
４５０人以上
（平成31年度末） ○ 3

4

5

市民体育祭等の開催

【施策の評価と今後の方向性】
総合型地域スポーツクラブ「きよすスポーツクラブ」は、会員募集リーフレットの配布やイベントの開催により認知度が高まっており、会員数は増加傾向にあ
る。会員の年齢層は60歳以上が多くを占めており、今後は若年層や子育て世代をターゲットにして、新規入会者を増やす取組を進める。
市民レベルでのスポーツの普及・振興において中心的な役割を担う体育協会は、会員数が減少傾向にあることから、東京オリンピック・パラリンピックの開催
を好機ととらえて、会員数の増加に向けた取組を支援する。
清須ウオークは市のイベントとして定着しつつあり、山車保存会の協力を得て山車蔵の見学コースを設定するなど、市の魅力を体感できる内容となるように努
めている。今後も各種市民団体との協働などにより、変化に富んだイベントを企画・検討していく。

清須ウオークの実施

スポーツ活動を行う団体への支援

総合型地域スポーツクラブの育成

スポーツ・レクリエーション施設の
管理・運営

芸術劇場等の開催

【施策の評価と今後の方向性】
特別展における来館者数の減少や、グループ単位での来館者数の減少により、はるひ美術館の来館者数は減少傾向にある。「はるひ絵画トリエンナーレ」の開
催など、才能ある新進作家の発掘・育成にも力を入れているはるひ美術館ならではの特徴を積極的に打ち出して、それを来館者数の増加につなげるための取組
を進める。
芸術劇場や芸能発表会、文化展、納涼盆踊りなど、市民に優れた文化・芸術鑑賞の機会を提供するとともに、各種市民団体の発表の場づくりを行うことによ
り、市民の文化・芸術活動の振興を図ってきたが、文化活動を行う各種市民団体は高齢化が進んでおり、今後も各種イベントを通じて、若者・子供も含めた市
民が身近に文化・芸術に触れる機会を積極的に提供していく。

地域の歴史・文化の啓発

文化・芸術活動を行う団体への支援

絵画トリエンナーレの開催

文化財の適切な保護

【施策の評価と今後の方向性】
歴史資料展示室の来場者数は、毎年度テーマを設定して開催している企画展などの効果もあり、着実に増加しているものの、目標達成は難しい状況となってい
る。平成31年４月には文化財保護法が改正され、地域における文化財の総合的な保存・活用が求められていることなども踏まえて、今後も歴史資料展示室にお
いて魅力ある企画展を継続的に開催する。
県清洲貝殻山貝塚資料館のリニューアルが平成32年度に予定されており、それを契機として一層の文化財の保存・活用を図るため、県文化財保護室や（公財）
愛知県埋蔵文化財センターとの共催イベントの開催など、関係機関と連携した取組を進める。

文化財保護の啓発

歴史資料の公開・展示

朝日遺跡の活用

魅力ある美術館づくり

指定文化財の修理等への支援

【施策の評価と今後の方向性】
生涯学習講座の参加者満足度は高い水準で推移しており、質の高い講座を実施することができている。引き続き、アンケートの結果を活用して、講座内容の質
を高めるとともに、市民ニーズに対応したコース設定を行う。
地域に密着した利用者サービスの充実や官民学コラボによるイベントの実施に加えて、蔵書構成が整いつつあることが相乗効果となり、図書館の来館者数は順
調に増加を続けている。特に市内事業者をはじめとした様々な主体とのイベントの開催は、図書館利用のきっかけづくりに大きな役割を果たしており、今後も
内容を検討しながら実施を続ける。

生涯学習講座の開催

サタデーキッズクラブの開催

生涯学習を担う地域人材の育成・活
用

平和学習の機会提供

利用しやすい図書館づくり

公民館等の管理・運営

市内に存在する文
化財の保存と活用
が適切に行われ、
地域の歴史・文化
が継承・発信され
ています。

スポーツ・レクリ
エーションの普及
と振興を通じて、
健康で豊かな市民
生活がはぐくまれ
ています。

生涯学習に関する
講座と情報発信が
充実し、学びを通
じて広く市民によ
ろこびや生きがい
がはぐくまれてい
ます。

文化や芸術にふれ
る機会が充実し、
明るく、楽しく、
健康で豊かな生活
が創造されていま
す。

601
生涯学習の充実
（生涯学習課）

6
豊かなこころとか
らだをはぐくむま
ちをつくる

6
豊かなこころとか
らだをはぐくむま
ちをつくる

6
豊かなこころとか
らだをはぐくむま
ちをつくる

604

スポーツ・レクリ
エーション活動の
振興
（スポーツ課）

6
豊かなこころとか
らだをはぐくむま
ちをつくる

文化財保護の推進
（生涯学習課）

603

文化・芸術活動の
振興
（生涯学習課）

602
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１６．７％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
市や市国際交流協会が実施する国際交流に関する講座・
イベント等を知っている市民の割合

※満足度
　調査

２７．６％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3

4

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

１１．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
社会全体で男女が平等であると思う市民
の割合

※満足度
　調査

２３．９％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3
市の委員会・附属機関等における女性委
員の割合

３０．０％
（平成28年4月1日）

３０．２％
（平成29年4月1日）

３１．３％
（平成30年4月1日）

３０．０％以上
（平成32年4月1日） ○ 3

4

5

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２０．６％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
ボランティアや会議等を通じて、市の取り組み
に参加したことがある市民の割合

※満足度
　調査

２５．１％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3

4

5

6

【施策の評価と今後の方向性】
市の男女共同参画社会の推進を図るための取組をまとめた「男女共同参画プラン」の実現に向けて、有識者・関係団体・市民などで構成する男女共同参画推進
懇話会を継続的に開催し、意見を踏まえた取組の改善を図るとともに、庁内における意識の共有に努めてきた結果、市の委員会・附属機関等における女性委員
の割合は増加している。今後も懇話会における意見聴取などを継続的に実施し、検証を行いながら取組を進める。
男女共同参画講演会をはじめとした啓発活動の実施にあたっては、女性の会などの関係団体等と連携して、幅広い層の市民の意識向上につなげるための取組を
検討する。

男女共同参画社会の啓発

推進体制の構築

女性の社会参加等を推進する団体へ
の支援

委員会・附属機関等への女性の登用
促進

【施策の評価と今後の方向性】
市の取組などについて講話を行う行政出前講座について、開催件数は平成28年度は52件、平成29年度は40件となっており、毎年度一定数の講座を開催してい
る。引き続き講座の市民周知を積極的に行い、市政に対する関心を高めることにより、市民参加の促進を図る。
平成30年度から企画政策課内に市民協働係を設置するなど、市民協働を発展的に展開するための推進体制づくりを進めている。今後は職員向けの研修会の開催
などにより、職員の市民協働に関する意識を高めていくとともに、行政・自治会・企業・ボランティア団体等の多様なまちづくり主体が情報共有や交流を行う
場づくりを進める。

市民ワークショップ等の開催

市民協働による事業実施の検討

交流拠点づくりの推進

行政出前講座の開催

特定事業主行動計画の推進

市民協働推進体制の構築

市民参加・市民協働に係る情報発信
力の強化

【施策の評価と今後の方向性】
市主催の国際交流に関する講座では参加希望者が増えており、国際交流協会が主催するインターナショナルパーティーなどのイベントでは、多数の参加者があ
ることなどから、市や国際交流協会が実施する国際交流に関する講座・イベント等に関する認知度は高まってきているといえる。引き続き、市民レベルでの国
際交流活動における中心的な役割を担う国際交流協会と連携を取りながら、市民参加による国際交流の推進を図る。
市内の小学校や保育園・幼稚園において、市の国際交流員による国際理解授業を実施し、友好姉妹都市があるスペインの生活や文化などを紹介することによ
り、幼少期からの国際感覚の養成を図る。

友好姉妹都市との交流

国際理解の啓発

中学生の海外への派遣

国際交流活動を行う団体への支援

男女共同参画社会
の重要性について
市民一人ひとりの
理解が深まり、社
会のあらゆる分野
において男女が互
いに理解し、個人
としての個性と能
力を発揮できる環
境が整っていま
す。

多様な機会・場所
を通じて市民が積
極的に市政に参加
できる環境づくり
や市民協働の取り
組みが進み、市民
と市の交流が活性
化しています。

市民参加による国
際交流が進展し、
子どもから高齢者
まで幅広い年齢層
において国際理解
に対する関心が高
まっています。

国際交流の振興
（生涯学習課）

605

6
豊かなこころとか
らだをはぐくむま
ちをつくる

606
男女共同参画社会
の推進
（生涯学習課）

6
豊かなこころとか
らだをはぐくむま
ちをつくる

7
つながりを大切に
するまちをつくる

市民参加・市民協
働の推進
（企画政策課）

701
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※達成状況については、目標値を上回る見込のものは◎、目標値を達成見込のものは○、目標値の達成が難しい見込のものは▲、現状値を把握していないものは－としている。

№ 基準値 28年度評価値 29年度評価値 前期計画目標値 達成状況※ №

達成度指標の状況・施策の評価と今後の方向性

項目

施策の
目指す姿

政策・施策
（施策の主担当課）

施策の展開

項目

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２９．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
広報清須の紙面が読みやすいと思う市民
の割合

※満足度
　調査

５４．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 市ホームページのアクセス件数
５８７，８６３件

（平成27年度）
６３２，４３９件

（平成28年度）
７５５，２８６件

（平成29年度）
基準値から上昇
（平成31年度） ○ 3

4 ふるさと納税による寄附件数
９２５件

（平成27年度）
１，９８４件
（平成28年度）

２，５６５件
（平成29年度）

２，７００件
（平成31年度） ○ 4

5

6

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２５．３％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
ブロックや自治会等の地域の活動に参加
している市民の割合

※満足度
　調査

３７．５％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3 自治会等への加入率
８８．４％

（平成27年度末）
８７．３％

（平成28年度末）
８８．６％

（平成29年度末）
基準値から上昇
（平成31年度末） ○ 3

後期計画
追加予定

地域のつながりを感じている市民の割合
（％）

※満足度
　調査

1 市民満足度調査における満足度
※満足度
　調査

２１．０％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 1

2
市の施策全般について、事業効果を高める工夫や、効率
的な事業実施の工夫ができていると思う市民の割合

※満足度
　調査

２２．４％
（平成28年度）

同左
市民満足度調査

未実施
基準値から上昇
（平成30年度） － 2

3

4

5

704
市民ニーズに応え
る行政運営の推進
（企画政策課）

電子自治体の推進

行政改革の推進

職員の育成

市民が必要とする情報の積極的な発
信

市民が読みやすい広報づくり

【施策の評価と今後の方向性】
メディアが多様化する中あっても、活字情報のもつ信頼性や保存性などの観点から、広報紙という活字メディアは依然として重要な役割を果たしていることか
ら、広報清須では市民記者による記事を掲載するなど、紙面の工夫による読みやすさの向上を図りながら発行・全戸配布を行っている。
市ホームページのアクセス件数は、平成26年のリニューアル以降は順調に増加しているが、今後も職員研修などを通じてアクセシビリティの向上を図るととも
に、セキュリティ面を勘案しながら、ＳＮＳの利用など効果的なツールの活用を検討する。
ふるさと納税による寄附件数は、返礼品贈呈事業の開始以降は順調に増加しているが、国からの要請の趣旨を踏まえながら、より多くの方に清須市を応援して
いただけるよう、魅力ある返礼品の設定などに取り組む。

広聴活動の充実

市民満足度調査の実施

「きよ丸」と「うるるん」の積極的
な活用

703

市民が利用しやすい市役所づくりの
推進

【施策の評価と今後の方向性】
第２次総合計画の政策体系に基づいた行政評価（施策評価・事務事業評価）の結果の公表などにより、市の施策・事務事業の取組状況を積極的に発信し、市民
との情報共有を図るとともに、今後も定期的に市民満足度調査を実施し、市民ニーズの把握に努めていく。
公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを総合的かつ計画的に進めるために策定した公共施設等総合管理計画に基づいて、これまでに施設の劣化状況、利用
頻度、施設管理コストを把握するための調査を実施し、施設配置に関する考え方の整理を進めている。今後はその内容を踏まえて、個別施設計画の策定に向け
た取組を進める。

公共施設等の総合的かつ計画的な管
理

3
公共施設等総合管理計画に基づく個別施
設計画の策定 －

公共施設等
総合管理計画

の策定
（平成28年度）

施設の劣化
状況調査等
の実施

（平成29年度）

順次策定
（平成31年度） ○

【施策の評価と今後の方向性】
高齢化の進展などに伴って、自治・コミュニティ活動を取り巻く状況は大きく変化しているが、地域福祉や防災対策等の地域住民が連携して行う取組への支援
を継続的に実施してきたことなどにより、自治会等への加入率はおおむね同程度で推移している。
これまでに活動組織の基盤強化等を目的として、ブロックを単位とした自治・コミュニティ活動の促進を図ってきたが、今後は各ブロックのニーズに合わせた
支援のあり方を検討するなど、今まで以上に市の支援を活用しやすい環境を整備するとともに、きめ細やかなアドバイスを行うことにより、活動の活性化に努
めていく。

自治・コミュニティ活動への支援

自治・コミュニティ意識の啓発

地区集会所整備への支援

ふるさと納税制度を通じたＰＲの推
進

自治・コミュニ
ティ活動が活発化
し、住民自治の促
進と地域住民の融
和が図られていま
す。

市民のニーズにき
め細やかに対応し
ながら、計画的・
効率的な行政運営
と持続可能な財政
運営が行われ、市
民サービスの質が
向上しています。

多様な広報媒体を
通じて、市民に市
政情報が届けら
れ、アクセシビリ
ティも向上し、市
民の市政に対する
関心や参加の意識
が高まっていま
す。

7
つながりを大切に
するまちをつくる

702
広報・広聴活動の
充実
（人事秘書課）

7
つながりを大切に
するまちをつくる

7
つながりを大切に
するまちをつくる

自治・コミュニ
ティ活動の振興
（防災行政課）
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